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論 文 内 容 の 要 旨 

 本論文は企業の研究開発投資の成果である技術知識に焦点を当てて、わが国製造業の産業別データと特許の個票デ

ータを用いて３つの観点から研究開発行動を実証的に分析している。３つの観点とは、研究開発のスピルオーバー、

わが国の特許制度の下での審査請求行動、技術の陳腐化である。 

 第１章では本研究の目的と研究開発行動に関するこれまでの文献がサーベイされ本研究の位置づけが明らかにさ

れる。 

 第２章では日本の製造業 13 業種の時系列データ（1970 年－2001 年）をプールすることによって研究開発のスピ

ルオーバー効果を３つの面から検証している。第１はスピルオーバーが準固定投入要素に与える効果である。スピル

オーバーと研究開発ストックの間に補完的な関係が見いだされている。第２はスピルオーバーが労働や中間投入とい

った可変投入へ与える効果である。スピルオーバーによって労働投入は削減し、中間投入についてはほとんどの産業

で増加するという結果が得られている。第３はスピルオーバーが可変費用に与える効果である。スピルオーバーの規

模が大きい産業において費用削減効果が観察されている。 

 第３章ではわが国の特許制度の特徴である審査請求制度の下で企業の審査請求のタイミングについての実証分析

が行われている。企業は特許出願することによって審査請求期間内に行使可能なタイミングオプションを獲得するこ

とに着目し、審査請求行動にリアルオプションモデルを適用して分析を進めている。知的財産研究所の IIP パテント

データベース所収の特許の個別データと企業の財務データをマッチングさせ、サバイバル分析により推定が行われて

いる。その結果、不確実性が高まるほど、先送りの機会費用が低いほど審査請求が先送りされるという実証結果が得

られている。また、審査請求期限が間近になるとオプション価値が低下して審査請求確率が高まるという結果も得ら

れている。 

 第４章は技術知識の陳腐化に関する実証分析である。これまでの実証研究では陳腐化率が一定であるという前提の

下で分析が進められてきた。本章ではその仮定を緩めて、陳腐化率の時間的なパターンをサバイバル分析によって計

測している。特許の個票データによる計測結果は、陳腐化率が一定ではなく、加速度的に高まっていくことが示され

る。分析の含意として 90 年代後半におけるわが国の生産性の低下が技術知識の陳腐化によってもたらされた可能性

があることを示唆している。 

 第５章では、本論文で得られた結果が要約され、今後の研究課題が検討されている。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 

 本研究は、企業の研究開発の成果である技術知識に着目して研究開発のスピルオーバー、特許制度の下での審査請

求行動、技術の陳腐化という３つの視点からわが国企業を対象に実証分析を行っている。技術知識のスピルオーバー

が生産構造に与える影響、リアルオプションモデルに基づく企業の審査請求行動の決定要因、技術の陳腐化率のパタ

ーンについて新たな知見が得られている。特許データのカバレッジ、可変的な陳腐化率の解釈等には課題も残されて

いるものの、博士（経済学）を授与するには十分な業績であると判断する。 


